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県（河川・海岸）における防災・減災対策
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１．はじめに
県下には，潮汐の影響を強く受け，満潮時に自
然排水が困難な地域である低平地が県土面積の約
２割（約５１０（県土面積約２，４４０））を占めて
おり，そこに県下人口の３５％，約３０万人が暮らし
ています．
低平地は，地盤沈下・軟弱地盤など全国的にも
特異な自然的特性を有し，洪水等の浸水被害を受
けやすい特性を有しています．
また，有明海沿岸に面する低平地は，朔望平均
満潮面より低いゼロメートル地帯が広がっており，
過去に度重なる高潮被害を受けてきました．（図‐１）
このようなことから，県では，有明海沿岸の海
岸堤防の嵩上げや補強を推進していますが，近年
の気候変動による台風の大型化等による高潮被害
が懸念されているところです．
河川においては，昭和２８年，５５年，平成２年な
ど幾度となく大きな被害が発生し，これらを契機
に，これまで河川の改修事業，※１地盤沈下・高潮
対策事業，排水路整備など，国，県，市町が連携
し治水事業を推進してきました．
洪水に対する安全度は高まってきましたが，近
年では，平成１８年に伊万里市で時間雨量１２０，平
成２２年７月に佐賀市（古湯）で時間雨量１０７を記
録するなど，地球温暖化に伴う時間雨量１００を
超えるような局所的豪雨，いわゆる「ゲリラ豪雨」
の増加に伴う破堤等の洪水被害も発生しています．
また，海岸においては，昭和３１年，３４年，６０年
など度重なる高潮被害に見舞われており，国，県
において海岸保全施設整備事業（高潮対策）を推
進してきました．
近年は，幸いにして干潮時に大型台風が九州北
部に接近するなど，大きな高潮被害は発生してい
ません．
しかし，平成１６年台風１８号が佐賀県付近を通過
したとき，大浦検潮所での潮位偏差は２１３であ
り，もし台風の通過と満潮が重なった場合は，有
明海沿岸に甚大な高潮被害が発生した可能性もあ
り，高潮に対する防災対策が急務であると考えて
います．
２．河川における防災・減災対策
 河川整備の現状
県河川の整備に当たっては，河川の規模や想定
される氾濫区域の人口や資産等を踏まえ，比較的
規模が大きい河川については，年超過降雨確率３０
分の１～５０分の１，つまり，平均して３０～５０年間
に１度発生し得る雨量（時間雨量概ね７０～９０
）に対応できる計画規模で整備を進め，河川規
模が小さい河川については，年超過降雨確率１０分
の１（時間雨量概ね６０）に対応できる計画規模
で整備を進めています．平成２２年度末の県河川全
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図‐２ ハード面とソフト面の防災対策の関係
体での※河川整備率は約４８％となっています．
 河川における取組
県の河川整備率は未だ，５割未満であることか
ら，まずは，現在の河川整備を引き続き進め，治
水安全度の向上を着実に図ることが必要です．
しかし，河川整備には多くの工事費と長い年月
を必要とします．また，計画規模を超えるような
ゲリラ豪雨等に対して，整備された施設は万全で
あるとは言い切れません．このため，地域の方々
の自助・共助を支援し，万が一の場合でも被害を
最小限に留める減災への取り組みが重要です．
減災への取り組みとして県では，住民の方の的
確で迅速な避難や地域での水防活動に寄与するよ
う以下の各種情報提供も行っています．
洪水ハザードマップ
水防法改正に伴い，洪水時に浸水が想定される
区域等を市町へ提供することにより，河川からの
浸水時に円滑な避難行動につながる「洪水ハザー
ドマップ」作成の支援を行い，平成２２年６月時点
では，１８市町において洪水ハザードマップが作成
されています．
県ホームページでの水防情報
県内３３箇所の河川水位，１２６箇所の雨量データ
を県のホームページで公表しています．
地上デジタル放送での雨量・水位情報
平成２２年７月２０日から県と国，NHKとの連携
により，県内の雨量１２局，水位１８局の情報が NHK
の地上デジタル放送により，ほぼリアルタイムに
提供されています．
携帯電話による情報提供
携帯電話を利用した住民向け防災情報サービス
「あんあんメール」を消防，警察や気象台等と連
携して取り組んでいます．
３．海岸における防災・減災対策
有明海沿岸は，台風の常襲コースにあることか
ら高潮の発生が頻繁で，その都度背後地は大きな
被害を被ってきました．
このような災害から貴重な生命，財産を守るた
め，現在，海岸堤防の整備を進めていますが，長
大な延長と超軟弱地盤のため，その整備には多く
の時間を費やしているのが実態です．
また，有明海沿岸の海岸堤防の整備は，過去我
が国において甚大な被害をもたらした伊勢湾台風
をモデル台風として，最悪のコースをたどった場
合の施設整備（高潮対策）を進めており，近年の
気候変動による台風の大型化など施設設計規模を
超える外力に対しては，ハード対策での対応には
限界があります．（図‐２）
このため，ハード対策と併せて，高潮被害等の予
測，災害情報の収集や伝達，緊急時の避難経路や避
難場所の確保等のソフト対策について地域住民一
体となった防災対策が急務であると考えています．
具体的には，国や県，市町を構成員とした「佐
賀平野大規模浸水検討会」（事務局：国土交通省
九州地方整備局武雄河川事務所）において，施設
計画を超える規模の高潮災害を想定した浸水想定
図を作成しており，今後，関係市町と協議しなが
ら高潮ハザードマップの作成を進めていくことと
しています．
一方，津波対策について県では，平成２２年３月
に「佐賀県津波避難計画策定指針」（消防防災課）
を策定し，県内の沿岸域に最も大きな津波被害の
影響を及ぼす恐れのある想定地震の設定や，津波
浸水シミュレーションを行っています．
シミュレーション結果では，有明海沿岸の太良
町で津波高０．７，松浦沿岸の唐津市で同じく１．６
と予測されており，現況の堤防（護岸）高を下
回っていることから，現在の状況でも津波を十分
防護できるものと考えています．
しかし，今後，東日本大震災を踏まえた新たな
知見が示された場合，想定津波の再検証を実施し，
海岸保全施設の津波対策について見直しを行う必
要があります．
４．おわりに
県では，ハード整備の対応には限界があること
から，ハード・ソフト両面からの総合的な防災対
策を講じていく必要があると考えており，「安全
で安心して暮らせる県土づくり」の実現のため，
関係機関と協力して推進していくことが重要と考
えています．
※河川整備率＝［（改修済延長）÷（要改修延長）］×１００％
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